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研究成果の概要（和文）：本研究は、裁判外紛争解決手続（ADR）に対する国家法の関与のあり方について、比較法的
研究、及び、関連する伝統的諸概念の再検討を通じて、基礎的な理論枠組を構築するとともに、国による民間型ADRの
促進・規制のあり方について、上記基礎理論を踏まえた具体的提言を行い、わが国における今後の民間型ADRに関する
施策のための指針を提供することを目的とするものである。
その成果としては、とりわけフランス及びドイツにおけるEU指令の国内法化を中心とした近時の立法動向を明らかにし
たこと、国によるADR促進の目的と民事訴訟制度の目的との関係についての分析を進めたことが挙げられる。

研究成果の概要（英文）：This research project aims at establishing a basic theoretical framework 
concerning the promotion and/or regulation of private ADR and consists in a comparative study of current 
legislative tendencies in other countries and the reexamination of legal concepts and theories as regards 
ADR and civil procedure.
As results, it has given a picture of the latest legislative developments in particular in France and 
Germany under the strong influence of EU legislation. On the other hand, it has proposed a new 
understanding regarding the relation between ADR and civil procedure based on the analysis of their 
function in ensuring and promoting the private autonomy of disputants.
Some of these findings have been published in articles in European languages (English and German).

研究分野： 民事訴訟法
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 日本における裁判外紛争解決手続（ADR）
論は、2001 年の司法制度改革審議会意見書に
おいてその拡充・活性化が提言されたことを
契機として、かつてない隆盛を迎えた。その
後、2004 年には裁判外紛争解決手続の利用の
促進に関する法律が制定されたこともあり、
現在、ADR の健全な発展が今後の日本にとっ
て望ましい方向であるという点については、
大きな異論は存在しない状況にあった。 
しかしながら、ADR の利用促進が望ましい

としても、ADR、とりわけ民間型 ADR の本質
が当事者自身の意思に基づく自治的な解決
にあることを鑑みれば、民間型 ADR に対して
国家法が具体的にどのような形で関与すべ
きか、あるいは関与し得るのか、という問題
は、決して自明なものとはいえない。にもか
かわらず、この問題についての理論的検討は、
これまで十分に行われてきたとはいえない
のが現状である。例えば、ADR の振興策とし
て一部のADRに対して国が財政的援助を付与
することの当否といった問題については、訴
訟利用に関する法律扶助などとの関係、憲法
上の基本的人権の一つである裁判を受ける
権利の実質的保障との関係といった点を解
明する必要があるが、こうした問題について
学説が見解の一致を見ているとは言えない。
また、ADR における解決内容の正当性ないし
適法性確保の必要性の有無、程度、態様とい
った基本的な問題についてすら、確立した理
解が形成されているとは到底言い難い状況
にあった。 
このように、ADR に関する法的な検討が立

ち後れている背景としては、(ⅰ)ADR に関す
る問題点は合法・違法という伝統的な解釈論
の枠組に収斂しにくく、また、既存の法律学
の一分野の枠に収まりにくい多様な側面を
持つこと、(ⅱ)そうした特質から、ADR に関
する議論においては、従来、法社会学のアプ
ローチに基づくものが少なくなかったこと
（先駆的な業績として、棚瀬孝雄『紛争と裁
判の法社会学』（1992）、和田仁孝『民事紛
争処理論』（1994）などがある）が挙げられ
る。もちろん、これまでも、法解釈学の立場
からのADR論が存在しなかったわけではない
が、そうした議論も、ともすれば、ADR 利用
合意の効力や ADR 和解の効力、ADR における
秘密保護など、個別の法律問題を扱うにとど
まるか、また、ADR 論のための総合的な視座
を提供しようとする場合においても（記念碑
的業績として、山田文「裁判外紛争解決制度
における手続法的配慮の研究」東北大学法学
58 巻 45 頁、293 頁、876 頁（1994）参照）、
そこでの問題関心は、個々の ADR 手続に対す
る評価基準の設定やそこで要求される手続
保障のあり方の解明に傾斜したものであり、
ADR に対する国家法の関与のあり方を正面か
ら論じるものではなかった。 
こうした状況は、2004 年に裁判外紛争解決手
続の利用の促進に関する法律が制定された

後も、現在に至るまで基本的に変化していな
い。しかしながら、同法によって講じられた
ADR 促進のための施策、とりわけ民間紛争解
決手続業務の認証制度の要件及び効果の当
否を評価する上でも、また、同法により将来
の課題として残された各種の施策の当否を
検討する上でも、国家法の関与という観点か
らの基礎理論を構築することが、喫緊の課題
となっていた。 
 
(2) 本研究の背景として第二に指摘すべき
点として、近年、諸外国においても、ADR に
対する注目が高まり、アメリカ合衆国におけ
る統一調停法の採択（2001）、UNCITRAL によ
る国際商事調停モデル法の制定（2002）、EU
の調停ディレクティヴと各加盟国における
立法対応など、ADR をめぐるルールの整備が
飛躍的に進展していることが挙げられる。社
会・経済活動のグローバル化が進展する今日
において、民事紛争処理をめぐる諸外国の動
向を無視することはできないばかりでなく、
従来から、ADR の特長の一つとして、特定国
の裁判所を利用するものでないことに由来
する国際性が指摘されてきたことに鑑みて
も、こうした動向を研究する必要性は高い。
また、内容的に見ても、こうした近時の立法
は、ADR に関する個別の論点の検討に当たっ
て参照に値することはもちろん、ADR に対す
る国家法の関与のあり方という点でも極め
て示唆に富む素材を提供するものであり、そ
の早急な分析・検討が不可欠であると考えら
れた。 
 
２．研究の目的 
  本研究は、以上のような背景を踏まえ、(ｱ)
裁判外紛争解決手続（ADR）に対する国家法
の関与のあり方について、EU 諸国及びアメリ
カを対象とした比較法的研究、及び、司法権、
民事訴訟制度の目的、私的自治の原則など、
関連する伝統的諸概念の再検討を通じて、基
礎的な理論枠組を構築するとともに、(ｲ)国
による民間型 ADR の促進・規制のあり方につ
いて、上記基礎理論を踏まえた具体的提言を
行い、わが国における今後の民間型 ADR に関
する施策のための指針を提供することを目
的とするものである。 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究の目的を達成するためには、
(ｱ)ADR に対する国家法の関与のあり方につ
いての基礎的な理論枠組みを構築するとと
もに、(ｲ) 国による民間型 ADR の促進・規制
のあり方について、こうした基礎理論を踏ま
えた具体的な検討を行う必要がある。 
具体的には、(ｱ)に関しては、(ⅰ)「研究

の背景」において指摘した近時の諸外国の立
法を分析・検討し、問題の所在及びあり得る
選択肢を明確化するとともに、(ⅱ)法の支配、
裁判を受ける権利、私的自治の原則、民事訴
訟制度の目的といった伝統的な諸概念をめ



ぐる従来の議論を踏まえつつ、ADR の法的な
位置づけを改めて検討する必要がある。 
また、(ｲ)に関しては、(ｱ)で得られた知見

を基礎として、国による財政支援のあり方、
ADR における解決内容の適法性確保のあり方、
手続に関するルール化のあり方、裁判手続と
の連携のあり方などの具体的論点に即した
検討を行う必要がある。 
 

(2) このように、本研究は、比較法研究およ
び理論研究の方法を採用するものであり、し
たがって、外国法および日本法の文献に基づ
いた研究が柱をなすこととなる。外国法に関
しては、アメリカ合衆国、ＥＵならびにＥＵ
加盟国中とりわけドイツ及びフランスにお
ける近時の立法動向と関連する文献・判例が
検討の対象となる。また、日本法に関しては、
主として ADR をめぐる従来の議論のほか、司
法権をめぐる憲法学上の議論、私的自治をめ
ぐる民法学上の議論なども検討の対象とな
る。 
  さらに、比較法研究を効果的に進めるため
には、諸外国における ADR をめぐる実態を把
握し、立法の背景事情を解明する必要性が高
い。そこで、上記の文献による調査に加え、
可能な限り現地に赴き、各国の研究者及び実
務家からの情報収集及び意見交換を行うほ
か、関連する国際学会等にも積極的に参加す
る。 
 
４．研究成果 
(1)① 比較法的知見に関しては、まず、フラ
ンスにおいては、2003 年に家事調停人国家資
格が創設され、国が法令に基づいて研修時間
数やその内容を詳細に定めているが、そうし
た国による介入については批判もあること、
EU 指令の国内法化に関するここ数年の法改
正においては、裁判所との連携確保や、ADR
和解に対する執行力付与といった形でADRの
利用促進が積極的に図られている反面、裁判
へのアクセスを重視する観点から、ADR の利
用の強制に対しては、慎重な立場がとられて
いることなどを明らかにした。 
 
② また、ドイツについて、欧州指令の実施
法の施行からなお間もないことから、その影
響を推し量ることはなお容易ではないが、少
なくとも現時点においては、同指令またはそ
の実施法の効果としてメディエーションの
利用の活発化といった事態が生じていると
は考えにくく、そのため、より強力な促進策
を求める声がみられること、関連して、2002
年頃から各ラントにおいて順次実施されて
きた裁判所内メディエーションに関しても、
公刊された文献から受ける印象とはやや異
なり、一般にはなお懐疑的な見方が根強く存
在し、利用件数も、特段急増しているとは言
えないようであることなどの知見を得たほ
か、特に最近の欧州消費者 ODR 指令への対応
状況（消費者紛争解決法を中核とする）など

について、新たな知見を得た。そこでは、消
費者紛争における ADR のあり方をめぐって、
それが従来の消費者保護の水準にどのよう
な影響を与えるのか、言い換えれば、従来消
費者実体法上認められてきた法的保護の水
準がADRへの誘導により損なわれることにな
らないのか、というある意味では古典的な問
題が大きな争点とされており、示唆に富むも
のがある。また、具体的な施策としても、消
費者紛争解決法においては、公的認証を受け
た消費者調停所を軸とした対応が想定され
ている点で、国による関与がより踏み込んだ
ものとなっているのは、紛争の特性に応じた
国の関与のあり方を示す点で、日本法にとっ
ても興味深いものといえる。 
 
③ さらに、同じく比較法的な観点から、主
として少額事件における各国（アメリカ合衆
国やイギリスを含む）の ADR の活用状況につ
いて調査を行い、裁判手続との機能分担のあ
り方に関しての基礎的な資料を得ることが
できた。 
 
(2)① 日本法に関しては、まず、本研究にお
ける分析の支柱となる ADR の概念に関して、
これまでの検討結果を踏まえて整理を試み、
一定の見通しを得ることができた。具体的に
は、紛争の概念、その解決ないし処理の概念
設定のあり方、そうした概念設定が有する含
意について、分析を一歩進めるとともに、そ
れを踏まえた日本の現状分析を試みた。また、
関連して、日本における民間型 ADR 促進策の
現状について、主としてドイツにおける状況
との比較から、その課題を分析した。そこで
は、訴訟手続の利用件数に格段の差があるこ
となど、両国における状況の違いから、両国
における国によるADRの促進のもつ意味合い
に大きな違いがあることを確認した。具体的
には、当事者の自己決定に対して訴訟選択へ
の強いバイアスが働いていることが疑われ
るドイツと、むしろ逆に紛争回避の方向への
強いバイアスが推測される日本との対比が
明らかとなった。 
 
② つぎに、ADR 法の施行にもかかわらず、一
部の機関を除いて、同法の目的である民間型
ADR の利用の活性化は、なお達成されたとは
言い難い状況にある。そうした中、ADR に対
する財政的支援の可否およびあり方という
観点からは、ADR 法の見直しの一環として、
ADR を裁判手続と「並ぶ」選択肢として法律
上も位置づけることが考えられるが、そうし
た位置づけを理論上正当化するためには、実
体法の宣言・適用という狭義における「司法」
という視点では不十分であり、紛争解決手段
の選択に関する当事者自治を理論上正面か
ら位置づけることが要求される。そうした観
点から、国による ADR 促進の目的と民事訴訟
制度の目的との関係についての分析を進め、
両者を一段階高次の視点から包摂するため



の理論的視座の提示を試みた。具体的には、
民事訴訟制度及び ADR の双方を、ともに当事
者の自己決定のための条件ないしその豊穣
化の手段として位置づけるものである。これ
により、各種の紛争解決制度を視野に入れた
法理論的枠組みの構築を、一歩進めることが
できた。こうした基本的視座の構築は、今後、
上記比較法的研究の成果とのフィードバッ
クを通じて、日本法に関する立法論を含む政
策的提言に活かすことができるものと期待
される。 
 
③ さらに、各論的検討として、国による ADR
に対する法規制が考えられる分野の一例と
して、秘密の取扱いに関して検討し、日本に
おいても関連する立法が十分に考慮で値す
るものであるとの暫定的な結論に基づき、立
法提案を試みた。具体的には、関係者間の証
拠制限契約を理論的裏付けとするデフォル
ト・ルールの条文化及び手続実施者に対する
法定の守秘義務を内容とするものである。 
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